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IIJ データセンターサービス利用規約 

 

平成 17年 10 月 1 日制定 

令和 7 年 6 月 1 日最終改定 

 

株式会社インターネットイニシアティブ 

 

当社は、IIJ データセンターサービスの提供に関する規約を制定します。 

当社はこの規約を変更することがあります。この規約が変更された後におけるデータセンターサービスの利用に係る料

金その他の提供条件は変更後の規約によります。また、この規約を変更するときは、当社は当該変更により影響を受け

ることとなる契約者に対し、事前にその内容について通知します。 

 

第１条（サービスの内容及び利用形態） 

当社が提供するデータセンターサービスの内容は、次のとおりとします。 

(1)データセンターサービスに係る契約（以下「データセンターサービス契約」といいます。）の契約者（以下「契約者」

といいます。）が、当社所定の書面に指定する機器（以下「設置機器」という。）を、別紙１に規定する当社のデー

タセンター施設（以下「データセンター」といいます。）内に設置させ、そのデータセンターにおいて当社が電源・

空調・配線等、設置機器に付帯する環境設備を、別紙２の基準に従って提供すること。ただし、設置機器について

は、当社の規格に合致することを要し、当社は契約者の申出に係る設置機器について、これを受け入れないことが

できるものとします。 

(2)「設置機器」に対し、別紙３に規定するスタンダードサービスを提供すること。 

(3)「設置機器」に対し、別紙３に規定する基本オペレーションを提供すること。（(1)(2)及び(3)を併せて「基本提供

サービス」といいます。） 

(4)設置機器の種類、設置の態様により、基本提供サービスの提供に必要な付帯工事を行うこと。 

(5)契約者の要望により個別に付加サービスを提供すること。当該付加サービスの内容は、別紙４に規定するものとし

ます。 

２ データセンターサービスが提供される形態には、次に掲げるものがあります。 

標準ラックサービス：データセンター内において、別紙５に規定する仕様の標準ラックの提供。 

スペース提供サービス：契約者と当社とが別紙５に規定した内容で合意した面積および当社が指定する形状での、設

置機器を設置するスペースとしての提供。(契約者資産ラックの持込みの場合も含む。)  

オフィス提供サービス：「標準ラックサービス」、「スペース提供サービス」の契約者と当社とが別紙５に規定した内

容で合意したオフィススペースの提供。 

３ 前項に定めるもののほか、契約者は、データセンター内において、契約者と当社とが合意した面積を、当社が別途

指定する形状で、設置機器を設置するためのスペースとして提供される形態で、データセンターサービスを利用するこ

とができます。なお、当該形態で提供されるスペースの利用においては、保守その他データセンターの管理運営上の事

情により利用が一部制限される場合があります。この利用形態において、契約者と当社が別途契約を結ぶことを要する

ものとします。 

 

第２条（契約の申込及び締結） 

データセンターサービスに係る契約（以下「データセンターサービス契約」といいます。）の申込をしようとする者（以
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下「契約申込者」といいます。）は、サービスの内容と特定するために必要な事項を記載した当社所定の申込書を提出

することにより行うものとします。この場合において、前条（サービスの内容及び利用形態）第１項(4)の付帯工事及

び(5)の付加サービスが必要となる場合には、契約者は、当該付帯工事や付加サービスに係る当社所定の申込書を別途

提出するものとします。 

２ データセンターサービス契約は、別紙１表１に掲げるデータセンターごとに一つ締結されるものとします。 

３ 当社は、次の各号に該当する場合には、契約の申込を拒絶することがあります。この場合において、当該拒絶があ

ったときは、当社は、契約申込者に対し、その旨を通知します。 

(1) 申込に係るデータセンターサービスの提供又は当該サービスに係る装置の保守が運用上、または技術上困難なとき

（ラックスペース、電源供給能力、空調能力等のデータセンター設備が提供限界に達したときを含む） 

(2) データセンターサービスの申込者が当該申込に係るデータセンターサービス契約上の債務の支払を怠るおそれがあ

ることが明らかであるとき 

(3) データセンターの申込者が第 12 条（利用の停止）第 1 項各号に該当するとき 

(4) 違法に、又は明らかに公序良俗に反する態様にてデータセンターサービスを利用するおそれがあるとき 

(5) データセンターサービスの契約申込書にことさら虚偽の事実を記載したとき  

(6) 申込者が当社又はデータセンターサービスの信用を毀損する恐れがある態様で当該サービスを利用する恐れがある

とき 

(7) 申込日から 2 ヶ月以降の日を利用開始日とする契約の申込があったとき（第６条（ラックの予約等）の場合を除く） 

(8) その他当社が不適切と認めたとき 

 

第３条（設置機器の変更） 

設置機器について何らかの変更がある場合には、契約者は当社に対し、変更の内容を書面により届け出、当社の承認を

受けるものとします。この場合において、第１条（サービスの内容及び利用形態）第１項(4)に定める付帯工事及び(5)

の付加サービスが必要となるときには、第２条（契約の申込及び締結）の手続を準用するものとします。 

 

第４条（契約者の名称の変更等） 

契約者は、その名称又は住所に変更があったとき（相続並びに法人の合併及び会社分割による場合を含みます。）は、

当社に対し、速やかに当該変更の事実を証する書類を添えてその旨を届け出るものとします。 

 

第５条（権利義務の移転） 

契約者は、データセンターサービス契約上の権利又は義務を、第三者に対して移転してはならないものとします。 

第６条（ラックの予約等） 

契約者は、本条の定めるところに従い、「標準ラックサービス」として利用するためのラックを予約することができま

す。この予約はラック数に関するものであり、スペース提供サービスにおいて利用するための場所に関する指定はでき

ないものとします。 

２ 契約者が予約している予約ラック数が存在する場合において、当社指定の方法により申し出ることにより、当該予

約のキャンセルを行うことができます。 

３ 契約者は、予約している予約ラック数が存在する場合において、当社指定の方法により申し出ることにより、当該

予約しているラックの「標準ラックサービス」としての利用を開始することができます。 

４ 予約料金は、別紙６で定める料金計算のとおりとします。 
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第７条（最低利用期間） 

基本提供サービス、付加サービス、標準ラックサービス、スペース提供サービス及びオフィス提供サービスに係るデー

タセンターサービス契約における最低利用期間はそれぞれ１年とし、その起算日は、課金開始日とします。 

 

第８条（提供料金） 

データセンターサービスの料金は、別紙 7に定めるものとします。この場合において、基本提供サービス、付帯工事、付加

サービス、標準ラックサービス、スペース提供サービス及びオフィス提供サービスに係る初期費用は、当社がそれぞれ

の利用に係る申込を承諾した日に発生するものとします。 

２ 暦月の初日以外の日の利用の開始、第６条（ラックの予約等）第 3 項に基づく予約ラックの利用の開始、又は第 17

条（契約者による解約）に基づく利用の解約があった場合の当該月額の月額料金については、別紙 6 ラックの予約料金

及び別紙７提供料金に定める月額料金をその利用日数に応じて日割によるものとして計算します。 

 

第９条（料金の請求） 

当社は、契約者に対し、第６条（ラックの予約等）第 4 項に基づく予約料金及び前条（提供料金）に基づくデータセン

ターサービスの料金を、毎月月末締めで請求するものとします。 

 

第 10 条（料金の支払） 

契約者は、前条（料金の請求）の当社の請求に基づく料金を、消費税と共に、請求の翌月月末までに当社の指定する銀

行口座宛てに振り込み送金することにより当社に支払うものとします。 

２ 契約者の支払が遅延した場合、契約者は当社に対し、支払期日の翌日から支払日の前日までの日数に応じ、別紙８

に定める遅延損害金を支払うものとします。ただし、支払期日の翌日から起算して 10 日以内に支払があったときはこ

の限りでないものとします。 

３ 契約者が支払期日を徒過しても料金を支払わず、当社の催告後も支払わない場合、当社は、データセンターサービ

スを停止することができるものとします。 

 

第 11 条（契約者の義務） 

契約者は、設置機器に関し、安全対策工事が必要な場合においては、当社の指示により、契約者の費用負担において安

全対策工事を行うものとします。 

２ 契約者は、当社が契約者に別途提示する、データセンターご利用の手引を遵守するものとします。 

３ その他、データセンターの管理運営に必要な事項について、契約者は当社の指示に従いデータセンターサービスを

利用するものとします。 

４ 契約者が本条に違反することにより、他の契約者を含む第三者に損害を与えた場合には、契約者は自らの責任にお

いて解決するものとし、当社は一切の責任を負わないものとします。 

 

第 12 条（利用の停止） 

当社は、契約者が次の各号に該当するときは、データセンターサービスの提供を停止することがあります。 

(1) データセンター契約上の債務の支払を怠り、又は怠るおそれがあることが明らかであるとき 

(2) 本規約に定める契約者の義務に違反したとき 

(3) 違法に、又は明らかに公序良俗に反する態様においてデータセンターサービスを利用したとき 

(4) 当社が提供するサービスを直接又は間接に利用する者の当該利用に対し重大な支障を与える態様においてデータセ
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ンターサービスを利用したとき 

(5) 第２条（契約の申込及び締結）第３項第１号及び第５号に該当するとき 

２ 当社は、前項の規定によりデータセンターサービスの提供を停止するときは、契約者に対し、あらかじめその理由

及び期間を通知します。ただし、緊急やむを得ない場合にはこの限りではありません。 

 

第 13 条（サービスの廃止） 

当社は、都合によりデータセンターサービスの全部又は一部の提供を廃止することがあります。 

２ 当社は、前項の規定によりサービスを廃止するときは、契約者に対し、廃止する日の３ヶ月前までに、書面により

その旨を通知します。 

 

第 14 条（当社による契約の解除） 

当社は、契約者が第 12 条（利用の停止）第１項の事由に該当し、当社が期間を定めて行った催告後もこれが是正され

ない場合、同条に基づく停止の有無にかかわらず、契約者に対して書面による通知をすることにより、当該契約者に係

るデータセンターサービスを解除することができます。 

２ 当社は、契約者に次の各号に掲げる事由の一つが生じたときは、何らの催告なくデータセンターサービス契約を解

除することができます。 

(1) 契約者に重大な背信行為があった場合 

(2) 契約者において、破産、会社更正手続開始、民事再生手続開始の申立その他類似手続の申立があっ   

    たとき、私的整理を行ったとき又は清算に入ったとき 

(3) その他データセンターサービス契約の継続を著しく困難にする事由が生じたとき 

３ 当社は、第１項又は第２項の解除により契約者に生ずる損害の賠償責任を負わないものとします。 

 

第 15 条（損害賠償） 

当社が、自らの責に帰すべき事由に基づく債務不履行により契約者に損害を与えた場合、契約者に生じた直接損害を賠

償するものとします。ただし、損害賠償額は、当該損害発生月において当社が契約者より受領した月額料金を上限とし、

具体的な金額については別途当社と契約者が協議の上決定するものとします。 

２ 当社は、前項に定める場合を除き、契約者に対する一切の賠償責任を負わないものとします。 

 

第 16 条（秘密保持） 

契約者及び当社は、データセンターサービス契約の履行に関して知り得た相手方の販売上、技術上及びその他の業務上

の秘密（以下「秘密情報」という。）を、相手方の書面による承諾なしに第三者に公表または漏洩してはならないもの

とします。但し、次の各号のいずれかに該当する場合はこの限りではありません。なお、本条は、データセンターサー

ビス契約終了後も３年間有効とします。 

(1) 秘密情報が既に公知の場合 

(2) 秘密情報が、これを知り得た当事者の責によらず公知となった場合 

(3) 秘密情報を第三者に開示することにつき、相手方から事前に文書による同意を得た場合 

２ 当社は、前項の規定にかかわらず、契約者に対して最適なサービスプランの提案その他契約者の利便向上に関わる

目的のため、契約者が本サービスを利用している事実及びその態様について、当社の子会社と情報を共有することがで

きます。 
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第 17 条（個人情報保護） 

当社は、法令及び当社が別途定める個人情報保護ポリシーに基づき、契約者の個人情報（以下「個人情報」といいます。）

を適切に取り扱うものとします。 

２ 当社は、データセンターサービスの提供に関し取得した個人情報を以下の利用目的の範囲内において取り扱うもの

とします。 

(1) データセンターサービスの提供にかかる業務を行うこと。（業務上必要な連絡、通知等を契約者に対して行うこと

を含みます。） 

(2) データセンターサービスレベルの維持向上を図るため、アンケート調査及びその分析を行うこと。 

(3) 当社のサービスに関する情報（当社の別サービス又は当社の新規サービス紹介情報等を含む）を、電子メール等に

より送付すること。 

(4) その他契約者から得た同意の範囲内で利用すること。 

３ 当社は、契約者の同意に基づき必要な限度において個人情報を第三者に提供する場合があります。また、データセ

ンターサービスの提供に係る業務における個人情報の取扱いの全部又は一部を第三者に委託する場合にあっては、当社

は、当社の監督責任下において個人情報を第三者に委託するものとします。 

４ 前項にかかわらず、法令に基づく請求又は特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に

関する法律（平成 13 年法律第 137 号）第 4 条に基づく開示請求の要件が充足された場合、その他法令に基づく場合は、

当社は当該請求の範囲内で個人情報を請求者に開示する場合があります。 

５ 契 約 者 は デ ー タ セ ン タ ー サ ー ビ ス 契 約 を 有 効 に 締 結 し た こ と に よ り 、

https://www.iij.ad.jp/svcsol/agreement/pdf/BRM003.pdf に表示された Data Processing Addendum（データ保護契約）

にも同意したこととなり、データ保護契約は効力を生じます。そのデータ保護契約は、当社のサービスに係る約款・規

約を表示したウェブサイトに掲載されています。 

 

第 18 条（契約者による解約） 

契約者は、解約しようとする日の３ヶ月前までに文書により当社に通知することにより、データセンターサービス契約

を解約することができるものとします。 

 

第 19 条（ラックの開閉） 

当社は、安全管理、その他データセンターサービスの適切な提供のために必要と判断される場合、契約者に事前に通知

することなく、契約者が利用している機器が設置されているラックの開閉を行う場合があります。 

２ 設置機器に、契約者と次に定める事業者（以下「特定他事業者」といいます）との契約に基づき契約者が利用して

いる機器が含まれる場合には、当該機器の障害等緊急やむを得ない場合に限り、契約者に事前に通知することなく、特

定事業者による当該機器が設置されているラックの開閉を認める場合があります。 

特定他事業者 株式会社 IIJ エンジニアリング 

 

３ 当社が IIJインターネットサービス契約約款に基づき提供している IIJプライベートアクセスサービスにおける構

内回線オプションについて、当該オプション利用停止日以降も当該オプションにおいて提供している構内回線と契約者

の対象機器との接続が解除されない場合、契約者に事前に通知することなく、契約者が利用している機器が設置されて

いるラックの開閉を行う場合があります。 

 

第 20 条（機器の撤去） 
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契約者は、第 14 条（当社による契約の解除）に基づくデータセンター契約の解除があった場合には当社の指定する日

までに、第 18 条（契約者による解約）に基づく解約があった場合には、データセンター契約の解約日までに、当該契

約に係る設置機器をデータセンターから撤去するものとします。この撤去費用は契約者が全額負担するものとします。 

２ 前項の場合において、契約者は、その責任において、前項に定める当社の指定する日又はデータセンター契約の解

約日までに、当社の施設を使用前の原状に回復させるものとします。この原状回復費用は契約者が全額負担するものと

します。 

３ 契約者が、第１項及び前項に定めるところによる当社の指定する日又はデータセンター契約の解約日までに設置機

器の撤去もしくは施設の原状回復を行わなかった場合、または契約者が撤去もしくは原状回復を行えない場合、当社は、

契約者に対して相当期間を定めた催告を行った上で、自ら設置機器の撤去及び廃棄、任意の売却その他の処分（以下「処

分等」といいます。）、並びに施設の復帰を実施できるものとします。この場合において、当社は、設置機器の処分等及

び施設の復帰に伴う費用（機器の保管及び処分等に伴う費用、解約に伴い撤去を必要とする設備（構内回線等）に係る

費用を含みます。）を全額、契約者に請求できるものとします（この請求権は、契約者が撤去または原状回復を行わな

い又は行えないと当社が判断した時点で発生します。）。当社は、設置機器の処分等によって対価を得た場合には、当社

が任意に定める順序及び方法により、契約者が当社に対して負担する一切の債務に当該対価を充当することができるも

のとします。 

４ 契約者は、当社による設置機器の処分等について、所有権その他の権利に基づく一切の請求を行わないものとし、

当社は、設置機器の処分等又は施設の復帰により契約者に生ずる損害について一切責任を負わないものとします。 

５ データセンター契約の解除以外の事由により契約者の設置機器の撤去が必要となる場合については、第１項から前

項までの規定が準用されるものとします。 

 

第 21 条（調定金） 

契約者による、データセンター契約の解除、又は標準ラックサービスにおける契約者が利用するラック数の減少、スペ

ース提供サービス、オフィス提供サービス若しくは付加サービスの終了があった場合においては、契約者は当該時点で

利用期間が１年に満たないラック、スペース、オフィス又は個別の付加サービスについて、利用期間が１年間経過する

日までの残余の期間に対応する月額料金を調定金として当社に支払うものとします。 

 

第 22 条（カスタマーハラスメント） 

データセンターサービスの利用にあたり、契約者が、当社（当社の委託先を含み、以下本条において同じとします。）

に対する問い合わせ等において、当社への要求内容が著しく妥当性を欠く場合、要求を実現するための手段・態様が社

会通念上不相当な場合その他刑法、軽犯罪法等の法令に抵触し又は抵触する虞がある場合（以下「カスタマーハラスメ

ント」といいます。）、当社はデータセンターサービスの履行その他利用者からの要求を断ることができるものとしま

す。カスタマーハラスメントには、契約者が以下のいずれかの事由に該当する行為を為した場合を含み、それらに限ら

れません。 

(1) 契約に定める範囲を越えた要求など、社会通念上過剰なサービス提供の要求 

(2) 合理的理由のない当社への謝罪要求や当社関係者への処罰の要求 

(3) 同じ要望やクレームの過剰な繰り返し等による長時間の拘束行為 

(4) 威迫、脅迫、威嚇行為 

(5) SNS やインターネット上での誹謗中傷 

(6) 侮辱、人格を否定する発言、性的嫌がらせ、プライバシー侵害行為 

(7) 傷害、暴行、恐喝、強要またはそれらの未遂 
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(8) 信用棄損、業務妨害、威力業務妨害 

(9) 不法侵入、不退去 

(10) 前各号に類する行為 

２ 契約者は、カスタマーハラスメントを行ってはならないものとします。なお、カスタマーハラスメントにより当社、

当社関係者が損害を被った場合、当該行為者は、当社に生じた損害（慰謝料を含みます。）を賠償するものとします。 

３ 第 1 項の定めに該当する場合、当社は自己の債務不履行に関して一切責任を負わないものとします。 

４ 第 1 項の定めに該当する場合、当社は、当該契約者とのデータセンターサービスに係る契約を何ら負担なく解除す

ることができるものとします。 

５ 第 1 項の定めに該当する場合、当社は、当社の判断において、警察、弁護士等への通報、連絡を行い適切な対処を

するものとします。 

 

第 23 条（準拠法及び裁判管轄） 

本規約は日本法に準拠するものとし、データセンター契約に関する訴訟については、東京地方裁判所を排他的な専属的

合意管轄裁判所とします。 

 

第 24 条（協議） 

本規約に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、当社と契約者が誠意をもって協議し円滑にその解決にあた

るものとします。 
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附則 

 

平成 17年 10 月 1 日施行 

1. この規約は、平成 17 年 10月 1 日から実施します。 

2. 「IIJ データセンターサービス利用規約（平成 12 年 8月 1 日制定・平成 17 年 6 月 16 日一部改定」に基づく

データセンターサービス契約及び「IIJ データセンターサービス利用規約（埼玉第 1・横浜第 1 データセンター

関係）（平成 15 年 2 月 1 日制定・平成 17 年 6 月 16 日一部改定）」に基づくデータセンターサービス契約は、平

成 17年 10 月 1 日をもって、本規約に基づくデータセンターサービス契約として存続するものとします。 

 

平成 19年 4月 2 日変更 

この規約は、平成 19年 4月 2日から実施します。 

 

平成 20年 6月 3 日変更 

1．この規約は、平成 20 年 6月 9 日から実施します。 

2．別紙 6 表 9 のラック予約金の規定変更については、前項の日以降に申し込みのあったラック予約に適用され

るものとします。 

 

平成 20年 9月 8 日変更 

1. この規約は、平成 20年 9月 8日から実施します。 

2. 別紙 3 表 5 の基本オペレーションの内容に規定するリブートのうち、横浜第 1、埼玉第 1 データセン

ターにおいて提供するリブートは、平成 20 年 9 月 8 日をもってその申込受付を停止し、平成 20 年 12 月

9 日をもって廃止します。 

 

平成 20年 10 月 15 日変更 

1．この規約は、平成 20 年 10月 15 日から実施します。 

 

平成 20年 12 月 10 日変更 

1．この規約は、平成 20 年 12月 10 日から実施します。 

2. 別紙 3 表 5 の基本オペレーションの内容に規定するリブートのうち、渋谷、池袋、心斎橋データセンターに

おいて提供するリブートは、平成 20 年 12 月 10 日をもってその申込受付を停止し、平成 21 年 3 月 11 日をもっ

て廃止します。 

3. 別紙 3表 5 の基本オペレーションの内容に規定する Ping監視は、平成 21 年 3 月 10 日をもってその申込受付

を停止します。 

4. 別紙 4表 6 の付加サービス仕様に規定するらくらくパックオプションは、平成 20 年 12 月 10 日をもってその

申込受付を停止し、平成 21年 3 月 11 日をもって廃止します。 

 

平成 21年 5月 18 日変更 

1．この規約は、平成 21 年 5月 18 日から実施します。 

2. らくらくパックオプションの廃止日(平成 21 年 3 月 11 日)において、らくらくパックオプションを契約して

いる契約者は、なお従前の条件に基づき、らくらくパックオプションを継続して利用することができるものとし
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ます。 

 

平成 23年 8月 1 日変更 

1．この規約は、平成 23 年 8月 1 日から実施します。 

 

平成 23年 10 月 14 日変更 

1． この規約は、平成 23年 10 月 14 日から実施します。 

 

平成 25年 3月 1 日変更 

１.この規約は、平成 25 年 3月 1 日から実施します。 

 

平成 26年 10 月 1 日変更 

１.この規約は、平成 26 年 10月 1 日から実施します。 

 

平成 28年 7月 1 日変更 

１.この規約は、平成 28 年 7月 1 日から実施します。 

 

平成 29年 8月 1 日変更 

１.この規約は、平成 29 年 8月 1 日から実施します。 

 

平成 30年 7月 1 日変更 

１.この規約は、平成 30 年 7月 1 日から実施します。 

 

平成 31年 2月 1 日変更 

１.この規約は、平成 31 年 2月 1 日から実施します。 

 

平成 31年 4月 15 日変更 

１.この規約は、平成 31 年 4月 15 日から実施します。 

 

令和 2 年 3 月 1 日変更 

１.この規約は、令和 2年 3月 1 日から実施します。 

 

令和 2 年 7 月 1 日変更 

１.この規約は、令和 2年 7月 1 日から実施します。 

 

令和 2 年 12月 1 日変更 

１.この規約は、令和 2年 12月 1 日から実施します。 

 

令和 3 年 10月 1 日変更 

１.この規約は、令和 3年 10月 1 日から実施します。 
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令和 5 年 4 月 1 日変更 

１.この規約は、令和 5年 4月 1 日から実施します。 

 

令和 5 年 8 月 1 日変更 

１.この規約は、令和 5年 8月 1 日から実施します。 

 

令和 7 年 4 月 1 日変更 

１.この規約は、令和 7年 4月 1 日から実施します。 

 

令和 7 年 5 月 1 日変更 

１.この規約は、令和 7年 5月 1 日から実施します。 

 

令和 7 年 6 月 1 日変更 

１.この規約は、令和 7年 6月 1 日から実施します。 
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別紙１ データセンター施設一覧 

 

第１条（サービスの内容及び利用形態）第１項(1)に規定するデータセンター施設は表１の通りとする。 

 

 

表１ データセンター施設一覧 

 

データセンター名 

 

 

提供場所 

 

渋谷データセンター 東京都目黒区 

池袋データセンター 東京都豊島区 

練馬データセンター 東京都練馬区 

三鷹データセンター 東京都三鷹市 

横浜第１データセンター 神奈川県横浜市 

横浜第２データセンター 神奈川県横浜市 

心斎橋データセンター 大阪府大阪市 

高津データセンター 大阪府大阪市 

堂島データセンター 大阪府大阪市 

札幌東データセンター 北海道札幌市 

福岡空港データセンター 福岡県糟屋郡 

松江データセンターパーク 島根県松江市 

白井データセンターキャンパス 千葉県白井市 
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別紙２ データセンターサービス基準 

 

第１条（サービスの内容及び利用形態）第１項(1)に規定するデータセンターにおけるサービスの基準を、

表２及び表３の通りとする。 

 

表２ データセンター施設関連基準 

項目 提供サービス保証基準 

建物構造 渋谷データセンター 制震構造 

池袋データセンター 耐震構造 

練馬データセンター 耐震構造 

三鷹データセンター 耐震構造、免震構造 

横浜第１データセンター 免震構造 

横浜第２データセンター 耐震構造、免震構造 

心斎橋データセンター 免震構造 

高津データセンター 免震構造 

堂島データセンター 制震構造、耐震構造 

札幌東データセンター 耐震構造 

福岡空港データセンター 免震構造 

松江データセンターパーク 耐震構造 

白井データセンターキャンパス 耐震構造 

電源供給 24 時間無停電その他当社が定める基準に準拠 

空調設備 当社が定める設定を基準とする空調設備 

セキュリティ ①ユーザ機器に到達するまでのチェック 

②入館者特定 

ユーザ機器設置場所 当社が定める基準に準拠 

 

表３ データセンター運用基準 

項目 提供サービス保証基準 

保守対応 保守対応要求を受け付けてから、迅速に対応する 
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別紙３ スタンダードサービスの内容 

 

 第１条（サービスの内容及び利用形態）第１項(2)に規定するスタンダードサービスの内容は表４のと

おりとし、第 1 条（サービスの内容及び利用形態）第 1 項(3)に規定する基本オペレーションの内容は表

5 のとおりとする。（詳細は当社が定めるものとします。） 

 

                表４ スタンダードサービスの内容 

項目 内容 対応時間 

ファシリティマ

ネージメント 

・データセンターとして機能し、契約者が安全に利用す

るための、データセンター設備の管理と保守 

・共通設備(電源、空調、防犯、セキュリティ設備等)の

管理と保守 

・共通システム(ラック、ケーブルダクト、幹線引込、

構内配線等)の管理と保守 

・設備保守(清掃、防災、防犯/警備、駐車場) 

・24 時間 365 日 

 

ベーシック ・契約者が利用するための必要な以下のサービスを提

供 

・入退館申請受付および管理 

・宅配便申請受付および宅配便の受取代行、一時預か

り、お客様への受け渡し、宅配業者への着払い荷物引

き渡し代行 

・搬入出申請受付および管理 

・ラック/ケージ又はパーティション開閉および鍵管理 

・事務手続き 3営業

日前までに申入

れ（但し、緊急時

除く。個別業務に

より一部取り扱

いが異なります） 

・入退室 24 時間 

 

   注）データセンター施設により異なる場合があります。この場合には、当社は、契約者に別途通知 

     するものとします。 
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表５ 基本オペレーションの内容 

項目 ・LED 目視確認 

・電源スイッチの OFF/ON 

・キャリア開通立ち会い 

・ケーブルオペレーション(渋谷、池袋、練馬、三鷹、横浜第 1、心斎橋、高津、

堂島、福岡空港、札幌東、松江、白井データセンターのみ提供されます。な

お、横浜第 1、堂島データセンターでは契約者と当社間で合意した手順書作

成後に提供されます。渋谷、池袋、練馬、三鷹、心斎橋、高津、福岡空港、

札幌東、松江、白井データセンターでは手順書の作成は不要となります。) 

上記各項目について当社が定める範囲の作業とします。 

注)基本オペレーションは全て不定期作業です。 
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別紙４ 個別に提供する付加サービス 

 

第１条（サービスの内容及び利用形態）第１項(5)に規定する付加サービスの仕様を表６の通りとする。 

 

 

表６ 付加サービス仕様 

サービス項目 内容 

個別提供オプション 契約者と当社が別途協議の上定めるものとします。 
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別紙５ 各サービスの仕様 

 

第１条（サービスの内容及び利用形態）第２項に規定する標準ラックの仕様を表７のとおりとする。 

 

                     表７ 標準ラック仕様 

項目 標準仕様 

ラック ・当社推奨ラック(19 インチラック)を１ラック単位で供給 

・施錠可能な扉 

電源 ・単相 AC100V20A 

・単相 AC100V30A 

・単相または三相 AC200V20A 

・単相または三相 AC200V30A 

・ラッチ付き抜け止めコンセントの付いたパワーダクトまたは

コンセントバー 

注）ラック及び電源の仕様はデータセンター施設により異なります。 

 

 

第１条（サービスの内容及び利用形態）第２項に規定するスペース提供サービス、オフィス提供サービス

の仕様を表８の通りとする。 

 

表８ スペース提供サービス、オフィス提供サービス仕様 

サービス項目 内容 

スペース提供サービス 契約者と当社が別途協議の上定めるものとする 

オフィス提供サービス 契約者と当社が別途協議の上定めるものとする 

(横浜第 1 のみ提供) 
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別紙６ ラックの予約料金 

 

第６条（ラックの予約等）第 4 項に規定する標準ラックサービスとして利用するためのラックを予約する

料金の規定は表９の通りとする。 

 

表９ ラックの予約料金の規定 

データセンター名 内容 

渋谷データセンター 予約料金は、契約者が当社に暦月の初日に予約申込をした場合は

申込月を、暦月の初日以外の日に予約申込をした場合は申込月と

その翌月（以下「無料予約期間」という）を無料とします。無料

予約期間を経過した後の予約料金は月毎に支払うものとし、当該

予約料金の額は当社が別途契約者に示す金額とします。 

三鷹、松江データセンターパー

ク、 

白井データセンターキャンパ

ス 

予約料金は、契約者が当社に暦月の初日に予約申込をした場合は

申込月を、暦月の初日以外の日に予約申込をした場合は申込月と

その翌月（以下「無料予約期間」という）を無料とします。無料

予約期間を経過した後の予約料金は月毎に支払うものとし、当該

予約料金の額は当社が別途契約者に示す金額とします。 

ただし、ラックの予約が可能な期間は、無料予約期間を含め最大

1 年間とします。 

池袋、練馬、横浜第 1、 

横浜第 2、心斎橋、高津、 

札幌東 

予約料金は、契約者が当社に暦月の初日に予約申込をした場合

は申込月を、暦月の初日以外の日に予約申込をした場合は申込月

とその翌月（以下「無料予約期間」という）を無料とします。 

 無料予約期間を経過した後の予約料金は月毎に支払うものと

し、各予約ラックについて、別紙 7 表 10 に定める月額料金の１

割に無料予約期間を経過した後の月数を乗じた金額を月額とし

ます。ただし、無料予約期間を経過した後の月数が 10 を越える

場合の当該予約料金の額は、別紙 7 表 10 に定める月額料金の額

とします。 
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別紙７ 提供料金 

 

第８条（提供料金）に規定する提供料金は表 10, 11 及び 12 のとおりとする。この提供料金に消費税は含

まない。 

 

 

表 10 標準ラックサービス提供料金（別紙１表１に掲げるデータセンターにつき） 

初期費用 データセンター、ラック数、電源に応じ、当社が別途契約

者に示す金額 月額費用 

 

 

表 11 スペース提供サービス提供料金、オフィス提供サービス提供料金 

（別紙１表１に掲げるデータセンターにつき） 

初期費用 データセンター及びデータセンターサービスの内容に応

じ、当社が別途契約者に示す金額 月額費用 

 

 

表 12 付帯工事、および付加サービスの料金 

電源の追加費用 工事内容により個別見積 

電源の容量変更費用 工事内容により個別見積 

回線引き込みに関する工事費用 工事に係る構成又は材質により個別見積 

ラック間構内接続に関する工事費用 工事に係る構成又は材質により個別見積 

ラック内仕様変更費用 工事内容により個別見積 

ケージ/パーティションの設置費用 工事内容により個別見積 

安全対策工事費用 工事内容により個別見積 
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別紙８ 遅延損害金 

 

第 10 条（料金の支払）第２項に規定する遅延損害金の額は、表 13 のとおりとする。 

 

表 13 遅延損害金の額 

遅延損害金の額 契約者は、料金その他の債務（延滞利息を除く。）について支払期日を経過し

てもなお支払いがない場合には、支払期日の翌日から起算して支払の日の前日

までの期間について年 14.5％の割合で計算した額を延滞利息として、当社が

別に定める方法により支払うこととする。 

 

 


